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平成２５年度入試 Ｃ日程

刑事訴訟法 出題趣旨

問題１

本問は、捜査として行われた写真撮影の適法性を論じるものである。

証拠収集のための写真撮影については、身体の拘束を受けている被疑者に関する刑訴法

218 条 3 項の場合を除いて、刑事訴訟法に規定が存在しない。したがって、もしこれが強

制処分にあたるとすれば、強制処分法定主義（197 条 1 項但書）によって立法を待たずに

実施できないとするか、あるいは、既存の強制処分の類型の一態様として令状を取得して

行わなければならない（具体的には検証令状によることになろう。最決平成 2 年 6 月 27

日刑集 44 巻 4 号 385 頁）。そこで、まず本問で行われた写真撮影が強制処分にあたるか、

任意処分として行いうるものであるかどうかを検討しなければならない。

任意処分と強制処分の区別について、判例は、有形力が行使された事案において「意思

を制圧し、身体、住居、財産等に制約を加えて強制的に捜査目的を実現する行為など、特

別の根拠規定がなければ許容することが相当でない手段」によるものが強制処分であると

した（最決昭和 51 年 3 月 16 日刑集 30 巻 2 号 187 頁）。この考え方によれば、対象者に有

形力が行使されない写真撮影においても、プライバシー侵害の程度が重大であるような場

合には、強制処分に該当することになる。

そこで、解答にあたっては、まず、本件事案の具体的な事実関係にもとづいて、本件撮

影によるプライバシー侵害の程度が重大であるか否かを論じることになる。①本件で撮影

されたのは、個人の邸宅の中などではなく、外界から観察可能なマンションの外廊下の様

子であること、②他方、外廊下であっても公道等からは人の顔などは判別できな情況にあ

るところ、本件撮影は向かい側のビルから望遠レンズで人の顔を撮影したものであること

などの事実に評価を加えて、各自の結論を説得的に導くことが求められている。

仮に本件撮影が任意処分であったとしても、そのことから直ちに適法と認められるわけ

ではない。一定のプライバシー侵害を伴う以上、任意捜査であっても適法と認められる限

界があると考えるのが判例通説の立場である。公道上での写真・ビデオの撮影について、

最決平成 20 年 4 月 15 日刑集 62 巻 5 号 1398 頁は、「必要な範囲内において、かつ、相当

な方法によって」行われたかどうかを適法性の判断基準とした。本問もこの立場に従って、

具体的な事実を検討していくことになる。

まず、必要性については、ノミ行為がここで行われている嫌疑の程度、他の方法によっ

て立件することの困難性（犯罪の組織性・密行性などにも注目されたい）などを考慮すべ

きであろう。相当性については、本件撮影行為の具体的な態様（撮影方法、対象、撮影の

頻度や期間など）から、具体的な法益侵害の程度を評価し、それと必要性との比較衡量を

行うことになろう。

問題２

自白の証拠能力に関する法的規制についての理解を問う問題である。まず、明文により明

らかなものとして、憲法 38 条 2 項および刑訴法 320 条 1 項に規定する自白法則を挙げな
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ければならない。さらに、刑訴法 1 条などを根拠として違法収集証拠排除法則が自白にも

適用されること（通説）を説明してもよい。なお、問題は「証拠能力」に対する規制のみ

を問うているのであるから、自白の補強法則など証明力に関する規制を混同すべきではな

い。自白法則の制度趣旨については、主な考え方として、虚偽排除説、人権擁護説、違法

排除説（およびこれらを競合的に採用する説）があり、本問ではそれぞれの考え方につい

て簡潔に説明することが求められている。


